
1 

 

平成２８年（ ）第   号 自衛隊南スーダンＰＫＯ派遣差止等請求事件 

原 告  平和子 

被 告  国 

 

２０１６（平成２８）年１１月３０日 

 

証 拠 説 明 書 

 

札幌地方裁判所民事部 御中 

 

原告訴訟代理人弁護士 佐 藤 博 文 外 

 

 

 頭書事件につき、下記のとおり証拠の説明をいたします。 

記 

号 証 標   目 

(原本・写しの別) 
作成日・作成者 

立 証 趣 旨 

甲１ 

閣議決定（南ス

ーダンの国際

平和協力業務

の実施につい

て） 

写

し 
H23.11.15 被告 

国際連合平和維持活動

等に対する協力に関す

る法律（略称：ＰＫＯ協

力法）第６条１項に基づ

いて「南ス－ダン国際平

和協力業務実施計画」を

閣議決定した事実およ

び同実施計画の内容等。 

甲２ 

南スーダン国

際平和協力隊

の設置等に関

する政令 

写

し 
H23.11.18 被告 

内閣府国際平和協力本

部に、期間を平成２８年

１０月３１日までとす

る南ス－ダン国際平和

協力隊を設置した事実

等。 

甲３ 

南スーダン国

際平和協力業

務実施要領（司

令部業務分野）

（概要） 

写

し 
H23.11.15 被告 

上記実施計画に基づき

策定した要領の概要 
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甲４ 

南スーダン国

際平和協力業

務実施要領（連

絡 調 整 分 野 ）

（概要） 

写

し 
H23.11.15 被告 同上 

甲５ 

南スーダン国

際平和協力業

務実施要領（施

設部隊等）（概

要） 

写

し 
H23.11.15 被告 同上 

甲６ 

我が国及び国

際社会の平和

及び安全の確

保に資するた

めの自衛隊法

等の一部を改

正する法律案 

新旧対照表 

写

し 
H27.5 被告 

ＰＫＯ協力法と平成２

７年改正内容について 

甲７ 

「派遣継続に

関する基本的

な考え方」と題

した書面 

写

し 
H23.11.15 被告 

南スーダンへのＰＫＯ

派遣を５カ月間延長す

ることを閣議決定した

理由等。 

甲８ 

南スーダン国

際平和協力業

務実施計画の

変更 

写

し 
H28.11.15 被告 

南ス－ダンＰＫＯに対

して、改正ＰＫＯ協力法

に基づく新たな任務で

ある「駆け付け警護」「宿

営地共同防護」等を付与

した事実。 

甲９ 

南スーダン国

際平和協力業

務実施計画 

写

し 
H28.11.15 被告 同上 

甲10 
防衛大臣記者

会見概要 

写

し 
H28.11.18 被告 

陸自第９師団（青森市）

を主力とする第１１次

隊隊長に「駆け付け警

護」「宿営地共同防護」

等の任務を付与し、南ス
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ーダンへのＰＫＯ派遣

命令を発した事実。 

甲11 

UNMISS におけ

る自衛隊の活

動 

写

し 
H28.10 

統合幕僚幹部

参事官 

南スーダンにおける自

衛隊の活動等。 

甲12 
国連安保理決

議１９９６号 

写

し 
2011.7.8 国際連合 

UNMISS の第一のミッシ

ョンは、停戦合意後の停

戦監視や復興支援では

なく、独立した南ス－ダ

ンの長期的な国づくり

支援であり、当時は国連

ＰＫＯ派遣の同意原則、

わが国ＰＫＯ協力法の

参加５原則の「停戦合

意」は問題にされなかっ

た事実。 

甲13 

国連安保理事

会決議２１５

５号 

写

し 
2014.5.27 国際連合 

UNMISS の任務を変更し

たことにより、UNMISS

は、目的遂行のために政

府軍との戦闘を想定す

るものとなったこと。 

甲14 
南ス－ダンＰ

ＫＯ報告書 

写

し 
2015.8.21 国際連合 

南スーダンでは深刻な

内戦状態が続いている

こと 

甲15 

アムネスティ

インタ－ナシ

ョ ナ ル 報 告

書・抄訳 

写

し 
2016.10.25 井上正信 

2016年 7月 8日に首都で

勃発した銃撃戦の状況

と被害。 

甲16 

国連報告書「２

０１６年にジ

ュバで発生し

た暴力とそれ

に 対 す る

UNMISS の対応

についての独

写

し 
2016.11.1 井上正信 同上 
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立特別調査報

告書」（要約・

抄訳） 

甲17 
国連安保理決

議２３０４号 

写

し 
2016.8.12 国際連合 

２０１６年７月に始ま

った南スーダン内戦に

よる人道被害に対して

文民を積極的に防護す

るため、地域防護軍４０

００人を新たに派遣す

ることを決定した事実。 

以上 


